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1

１　提案の要
旨

（1）　要旨 提案内容の要旨を示すこと。 提案内容の要旨が、体系的に整理
され、簡潔かつ明確に示されている
か。

業務説明資料
全体

100 100

2

２　提案者に
ついて

（1）　類似
業務の実績
(プロジェク
ト管理)

国、県、政令市における類似業務（プロジェクト管理）の受注実績（契
約の相手方、業務内容、期間等）を示すこと。なお、類似業務とは次の
全てを満たす業務とする。
①３つ以上の開発事業者による3つ以上の業務システムを同時並行
に開発し、互いに連結して一体のシステムとして稼働させる大規模シ
ステム開発プロジェクトの管理（いわゆるマルチベンダー体制のプロ
ジェクト管理）
②ソフトウェアとハードウェアを分離調達するシステム構築のプロジェ
クト管理（既存の仮想環境やIaaSを利用する場合を含む）
③管理対象のプロジェクトの全体の費用が概ね1億円以上である

実績に応じて評価。 － 150

3

（２）　類似
業務の実績
（共通基盤
導入支援）

国、県、政令市における類似業務（共通基盤導入支援）の受注実績
（契約の相手方、業務内容、期間等）を示すこと。なお、類似業務とは
次の条件を満たす業務とする
①共通基盤の企画・仕様検討の支援
②ここでいう共通基盤とは、仮想環境構築・運用監視・データ連携な
ど、複数の業務システムが共通して利用する機能等を統合し、システ
ム全体の効率化を図ったものとする

実績に応じて評価。 － 100

4

（３）　ワー
ク・ライフ・バ
ランスに関す
る取組

以下に示す認定等の取得状況を示すこと。
①次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク、プラチ
ナくるみんマーク）の取得
②女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定
（えるぼし）の取得
③若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール）の取得
④よこはまグッドバランス賞

取得数に応じて評価。 － 40

5

（４）　障害
者雇用に関
する取組

障害者雇用促進法に基づく法定雇用率2.2%の達成状況を示すこ
と。
・達成している（従業員45.5 人以上）、又は障害者を１人以上雇用し
ている（従業員45.5 人未満）

達成状況に応じて評価 5

6

（５）　健康
経営に関す
る取組

以下に示す認定等の取得状況を示すこと。
①健康経営銘柄、健康経営優良法人（大規模法人・中小規模法人）
の取得
②横浜健康経営認証のAAAクラス若しくはAAクラスの認証

取得状況に応じて評価 5

7

３　全体に関
する理解

（１）  本業
務の背景及
び目的に対
する理解

業務説明資料を踏まえ、本業務の背景と目的について、理解している
ことを示すこと。

本業務の背景、目的及び効果につ
いて正しく理解していることが、提案
者の考えとともに明確に示されてい
るか。

業務説明資料
第２　全体
別紙１　「横浜
市　新たな財
務会計システ
ムの構築に向
けた　基本構
想」　全体

100

8

（２）  本業
務が対象と
する各シス
テム構築プ
ロジェクトに
対する理解

 本業務が対象とする各システム構築プロジェクトの規模や難度につ
いて、理解していることを示すこと。

本業務の対象とするプロジェクト
が、大規模かつ難度の高いもので
あることを理解していることが、提案
者の考えとともに明確に示されてい
るか。

業務説明資料
第２　全体
別紙５　連携概
要フロー図

100

9

４　実施体制 （1）　体制
図

提案者が想定する本業務の体制図を、理由と共に示すこと。 体制図が明確となっており、有効か
つ実現性のある体制であることが、
理由、根拠とともに示されているか。

－ 100

200

300

300
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10

（２）　管理
者の能力・
実績

本業務全体を管理する「管理者」の能力及び実績について、本業務
と業務内容や規模が類似している案件での実績を踏まえ、説明する
こと。

プロジェクト管理者は、本業務と同
等規模のプロジェクトのプロジェクト
管理者又はそれに準ずる役割の経
験があるか。広い視野で全体最適
を考え、本市やシステム開発事業者
等の意思統一を図る能力を期待で
きるか。コミュニケーション能力は十
分か。

－ 100

11

（３）　主な従
事者の能
力・実績

本プロジェクトをを円滑かつ計画的に進めるため、必要な管理、助
言、支援等を行う「主な従事者」の能力及び実績について、本業務と
業務内容や規模が類似している案件での実績を踏まえ、説明するこ
と。なお、本業務で特に期待していることは、財務会計や資産管理な
どの個別の業務経験・知識ではなく、「情報システム関連の専門技
術」や「プロジェクトをファシリテートする技術」であることに留意する
こと。

主な従事者は、本業務と同等規模
のプロジェクトに参画し、中心的な
役割を担った経験があるか。高い技
術力を持ち、開発事業者への技術
的な指導・助言を行えるか。関係者
を動かし、プロジェクトをゴールに向
けて前進させることができるか。コ
ミュニケーション能力は十分か。

－ 100

12

５　業務実施
内容

（１）　全体
計画の策定

想定する全体計画の構成と、策定に向けたスケジュールおよび進め
方を示すこと。

全体計画の構成、策定に向けたス
ケジュールおよび進め方が、提案者
の考えとともに具体的かつ明確に
示されているか。「業務説明資料２
(１)ア、イ、ウ」の要件を満たすため
の具体的な方策が示されているか。

業務説明資料
第３-２(１)、３
（１）、４（１）

100

13

（２）　プロ
ジェクト管理

進捗管理、課題管理、成果物の品質管理、及び変更管理の実施方法
等を示すこと。特に、システムの専門家ではない本市がプロジェクト状
況を的確に把握し必要なアクションが取れるようにするために、どのよ
うな工夫を設けているかを中心に説明すること。

進捗管理、課題管理、成果物の品
質管理、及び変更管理の実施方法
が、提案者の考えとともに具体的か
つ明確に示されているか。
実施方法が、類似業務への参画実
績等に基づき実現性があり、効果
的であることが理由・根拠とともに
示されているか。
単に状態を把握・管理するだけでは
なく、事態の前進、状態の改善に繋
がる具体的な方法が示されている
か。

業務説明資料
第３-１、２(２)
～（７）（１１）、
３（２）～（４）
（８）（９）、４
（２）～（４）
（６）～（８）

400

14

（３）　システ
ム間調整

「業務説明資料 第３-２(８)、３（５）、４（５）」および「業務説明資料
第３-２(１０)、３（７）」について、「各システム間の開発スケジュール等
の整合性確保」、「データ連携の確実な実現」、「将来的に発生する
新たなデータ連携も含め、連携費用の抑制」、「運用負荷抑制」等を
実現するための調整の考え方と進め方を示すこと。なお、本市として
は、単に各システムの間に立って調整を行うだけではなく、時には、
「システム間のファイルインターフェースを揃えるため、シェルスクリプト
などの簡易なプログラムを作成する」、「バイナリファイルを解析する」
など、事態の収拾に向け、必要に応じて具体のアクションを取ることを
期待している。

「業務説明資料２(８)、３（５）、４
（５）」および「業務説明資料２(１
０)、３（７）」の実施方法が、提案者
の考えとともに具体的かつ明確に
示されているか。
単に状態を把握・管理するだけでは
なく、事態の前進、状態の改善に繋
がる具体的な方法が示されている
か。
必要に応じて、自ら事態の取集に向
け、具体のアクションを取ることを提
案しているか。

業務説明資料
第３-２(８)（１
０）、３（５）
（７）、４（５）

400

15

（４）　クラウ
ドサービス
選定・導入

デジタル・ガバメント実行計画等で示されている国の情勢を踏まえ、
本市が適切なクラウドサービス（IaaSを想定）を選定・導入・運用し
ていくため、現時点で想定する進め方を示すこと。

デジタル・ガバメント計画等の国の
施策を踏まえた提案となっている
か。具体的かつ実現性のある進め
方が示されているか。今後の情勢
の変化に柔軟に対応する方法が示
されているか。

業務説明資料
第３-２(９)、３
（６）

100

1000
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16

６　デジタル
化推進への
対応

（１）　対応
方法

今後見込まれる「行政手続きのオンライン化（電子契約・電子請求
等）」や「データ利活用の推進」などを踏まえ、本業務を進める上で
の工夫を提案すること。

デジタル・ガバメント計画等の国の
施策や、デジタルトランスフォーメー
ションの動向などを踏まえた提案と
なっているか。具体的かつ実現性の
ある進め方が示されているか。今後
の情勢の変化に柔軟に対応する方
法が示されているか。

業務説明資料
第２-４

100 100

2000

（１）評価はＡ～Ｅの５段階評価とする。ただし、「２　提案者について　（３）　障害者雇用に関する取組及び（４）　健康経営に関する取組」
　　　　については、２段階評価とする。
（２）評価点について、次のように配点を行う
　配点にＡ＝５/５、Ｂ＝４/５、Ｃ＝３/５、Ｄ＝２/５、Ｅ＝１/５を乗じて算出する。
（３）提案内容において、Ｅ評価のあるものは選定しない。ただし、「２　提案者について　（２）　ワーク・ライフ・バランスに関する取組、
　　　　（３）　障害者雇用に関する取組、（４）　健康経営に関する取組」を除く。

合計点
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